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特集●フランチャイズにおける労働問題
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I　は じ め に

　フランチャイズをめぐる労働法の主な問題とし
ては，フランチャイジーの労働者性（オーナー店
長の労働者性が具体例である）のほか，フランチャ
イザー（例えばコンビニエンスストアチェーンの本部）

とフランチャイジー（例えば加盟店）が雇用する
労働者との間の法律問題（本稿では，これを「フラ
ンチャイザーの使用者性」という）がある。後者の
問題は，フランチャイズ本部と加盟店が雇用する

労働者の間に直接の労働契約関係がないにもかか
わらず，本部が加盟店の労働者に対して何らかの
義務や責任を負うかという問題である。本稿は，
フランチャイズ発祥の地であるアメリカにおける
フランチャイズ本部と加盟店（業種にもよるが，法
人形態が取られていることもある）の雇用する労働
者の法律関係に関する議論状況の紹介を目的とす
る。
　フランチャイズは，基本的には法的に相互に独
立しているフランチャイザーとフランチャイジー
間のフランチャイズ契約によって成立する契約関
係である。本稿は，フランチャイズのうち，ファ
ストフードやコンビニエンスストアなどで用いら
れているビジネスモデルフランチャイズ 1）を検
討対象とする。これは，ブランド化されている製
品の販売権を与えるに留まらず，フランチャイ
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本稿は，全国労働関係法（NLRA）における「共同使用者」の法理を中心として，アメリ
カ合衆国におけるフランチャイザーとそのフランチャイジーの労働者の間の法律問題を検
討する。近時広く普及しているビジネスモデルフランチャイズには，フランチャイザーが，
ブランドを維持するために，その設定する基準を通じてフランチャイジーの事業を統制す
るという特質がある。最近，NLRA を管轄する全国労働関係局（NLRB）は，共同使用者
の判断基準を柔軟化し，間接的な支配によってもこれを肯定しうるとした。フランチャイ
ザーの共同使用者性について NLRB は，いまだ判断を示していないが，NLRB の事務総
長は，フランチャイザーが現代の技術革新によりフランチャイズブランドを保護するのに
必要な限度を越える支配を行い，フランチャイジーの労働者の労働条件を支配していると
して，フランチャイザーの共同使用者性を前提とする救済請求状を発した。この判断は，
他の連邦制定法との関係や実際上の妥当性に関する議論を呼んでいる。また，労働者への
支配を問題にする共同使用者の法理とは異なり，フランチャイジーに対してその設定する
基準を強制しているというフランチャイザーの独自の地位に着目して，フランチャイザー
にフランチャイジーによる労働法遵守を促させる見解も見られる。ビジネスモデルフラン
チャイズは，日本でも展開されており，アメリカの議論は参考になると考えられる。

フランチャイジーの労働者に対する
フランチャイザーの労働法上の責任
──アメリカにおける議論状況
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ザーが，マーケティングや事業計画を含む確立し
たそのビジネスモデルの利用権を相当の対価でフ
ランチャイジーに与え，フランチャイジーに事業
の展開に関するコストを負担させるものであ
る 2）。まず，このビジネスモデルフランチャイズ
の特徴とアメリカにおける展開状況を見てみよ
う。

1　ビジネスモデルフランチャイズの特徴と展開状況

　ビジネスモデルフランチャイズでは，フラン
チャイズ化されているどこの店舗や施設に行って
も，同一水準のサービスの提供を受け，同じ経験
ができることがフランチャイズブランドの競争力
の源泉となる 3）。フランチャイジーはブランドと
して確立された事業の利用という利益を享受す
る。他方で，フランチャイザーはブランド価値の
毀損を防ぐためフランチャイズ契約やその設定す
る運営・品質基準等を通じて，店舗等の開店時間
や商品・サービスの提供方法などがブランド基準
から逸脱しないようにフランチャイジーの事業を
統制する必要が生ずる 4）。すなわち，フランチャ
イザーはブランドの基準等をフランチャイジーが
遵守しているかを監視し，違反があれば是正を求
め，場合によってはフランチャイズ契約を打ち切
るなどの対応を取る。このように，ビジネスモデ
ルフランチャイズではフランチャイジーの日常の
事業に対するフランチャイザーの統制は強く，フ
ランチャイジーの労働者にも影響が及びうる。
　フランチャイズは，事業拡張や起業のために，
アメリカでは広く用いられ，今後の成長も見込ま
れている。国際フランチャイズ協会（International�
Franchise�Association）によると，ビジネスモデル
フランチャイズにより事業を行っている店舗や拠
点（いわゆる直営店・加盟店を含む）は，2016 年に
は，全米で 79 万 5 千カ所，就労者数は約 911 万
人に達する 5）。ビジネスモデルフランチャイズ

（及びそれを規制するルール）が，アメリカ経済に
与える影響は大きいといってよい。

2�　フランチャイザーの使用者性をめぐる議論の背
景事情

　フランチャイジーの労働者とフランチャイザー

の法律関係がアメリカで脚光を浴びるようになっ
たのには，大きく 2 つの要因があろう。第 1 に，
フランチャイズ化されている産業で労働法違反，
とりわけ賃金規制や労働時間規制に対する違反が
目立つことである。例えばファストフード産業で
は，フランチャイジーが運営する加盟店における
違反の発生頻度が，フランチャイザーの運営する
直営店よりも 23.6％高く，労働者 1 人あたりの未
払賃金の額も加盟店で就労する労働者の方が
50％高いという 6）。ここには，フランチャイジー
が激しい競争に晒されることで，賃金や労働時間
規制を遵守して事業を行うことができなくなって
いる実態がある 7）。このため，フランチャイジー
の犯した労働法違反に関して，フランチャイジー
に影響力を持つフランチャイザーの責任を問う必
要性が指摘されている。
　第 2 に，ファストフードチェーンにおける労働
運動である。2012 年 11 月 29 日に，ニューヨー
クでマクドナルドなどの様々なファストフード
チェーンの労働者が最低賃金を含む労働条件の改
善と組合を組織する権利を主張して，職場から離
脱（ストライキ）した 8）。その後全米の各地に拡
大した同様の動きに参加した労働者がマクドナル
ドのフランチャイジーから報復的な解雇や差別的
な懲戒処分などをされたとして，労働組合が，全
米各地で 291 件もの不当労働行為の救済申立てを
した。2014年12月19日，全国労働関係局（National�
Labor�Relations�Board,�NLRB）の事務総長（General�
Counsel）9）は，この一部について，フランチャイ
ジー及びフランチャイザーである米マクドナルド
社が共同使用者（joint�employer）であるとして，
救済請求状を発した（NLRB の救済命令は執筆時点
では出されていない）10）。
　アメリカ連邦労働法の核である全国労働関係法

（National�Labor�Relations�Act,�NLRA）11）や公正労働
基準法（Fair�Labor�Standards�Act,�FLSA）12）は 1930
年代に制定された。ビジネスモデルフランチャイ
ズは第二次世界大戦後に本格的に広まった 13）が，
この 2 つの要因を背景に，ビジネスモデルフラン
チャイズにおけるフランチャイザーの使用者性が
近時のホットイシューとなっている。以下では，
NLRA における共同使用者の法理に関する議論
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状況（Ⅱ），続いて関連する問題を検討し（Ⅲ），
簡単にまとめ（Ⅳ）をしたい。

Ⅱ　NLRA におけるフランチャイザーの
使用者性

1　NLRAの概要

　全国労働関係法（NLRA）は，ストライキ等に
より州際通商が阻害されることを防止するため
に，労働者に対して労働組合を組織し，労働者の
選んだ代表を通じて労働条件に関する団体交渉等
をすることを保障しようとした14）。これを受けて，
NLRA8 条（a）が使用者の不当労働行為を規定す
る。例えば，団結する権利，団体交渉を行う権利，
その他の団体行動を行う権利の行使に関して，労
働者に「干渉，妨害または威圧」を行うこと，労
働団体の結成・運営に対する「支配・介入」を行
うこと，採用や雇用条件に関する「差別」によっ
て労働団体の組合員たることを抑制・奨励するこ
と，交渉単位において選出された排他的交渉代表
との団体交渉を拒否することが不当労働行為とな
る 15）。
　フランチャイジーは，フランチャイジーの労働
者にとって，労働契約上の使用者であり，NLRA
上の「使用者」である。フランチャイザーが，フ
ランチャイジーの労働者を組織する労働組合と団
体交渉をする義務を負い，または，フランチャイ
ジーの行った不当労働行為について責任を負うた
めには，労働契約当事者ではないフランチャイ
ザーも「使用者」にあたることが必要である。
NLRA の「使用者（employer）」の定義規定は，

「使用者」そのものを積極的に定義しておら
ず 16），フランチャイザーの「使用者」性は条文
上明らかでない。もっとも，労働契約上の使用者
が第三者と企業間契約を締結している場合に，当
該第三者についても「使用者」としての責任を問
うための法理として NLRA には共同使用者の法
理が存在する。以下では，この法理に関する近時
の NLRB 命令の展開を確認したうえで，不当労
働行為について訴追機能を果たす事務総長のフラ
ンチャイザーの共同使用者性に関する見解を確認

し，フランチャイザーの責任を問うことの可否に
関する議論を概観したい。

2　共同使用者の法理

　（1）意義
　共同使用者の法理は，労働契約上の使用者を含
む 2 以上の法人格が独立していることを前提に，
労働者との間に労働契約関係は存在しなくても，
労働者を支配する者を「使用者」として取り扱う
ことで，かかる者に労働法規制を及ぼす法理であ
る。NLRA では，業務処理請負や労働者派遣サー
ビス等を通じて行われる業務に従事する労働者の
組織化・団体交渉の過程で生じる，交渉単位の確
定や使用者の不当労働行為について主に問題とさ
れてきた 17）。
　NLRB によると，労働契約上の使用者以外の第
三者が労働契約上の使用者と共に，共同使用者と
認められるためには，「〔2 以上の法人格の双方
が〕コモンロー上の使用者」であって「重要な労
働条件を左右する事項を共有し，または共同決定
している」18）ことが必要である。この「重要な労
働条件」として「採用，解雇，懲戒，指揮及び監
督といった雇用関係に関係する事項」が例として
あげられてきたが，その他にも賃金や労働時間な
ども含まれる 19）。問題は，いかなる場合に「共
有し，または共同決定している」といえるかであ
る。
　（2�）共同使用者性の判断基準に関する近時の

NLRB 命令の展開
　これについては，1984 年の 2 つの NLRB 命
令 20）以降，労働契約上の使用者ではない第三者
が共同使用者であるためには，労働条件に関する
権限を現実に行使しており 21），このような行使
は「直接的（direct�and� immediate）」でなければ
ならず 22），また，「限定的かつ定型的（limited�
and�routine）」な態様であってはならない 23）とさ
れてきた。具体的には，例えば，業務処理請負や
労働者派遣サービス等を通じて労働者が業務に従
事する場合に，労働契約当事者ではないサービス
の受領者（第三者）が，労働契約上の使用者に雇
用されている別の労働者（上司）を通じて必要な
指示を労働者に与え，業務の遂行に立ち会って監

論　文　フランチャイジーの労働者に対するフランチャイザーの労働法上の責任
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視している 24）に過ぎない場合には，「直接的」な
支配があるとはいえず，共同使用者性が否定され
た。また，この第三者がどの仕事をいつどこです
べきかを指示していたとしても，その指示が具体
的な労務遂行の方法についてまでは及んでいない
場合には「限定的かつ定型的」な支配にとどま
る 25）として，共同使用者性は否定された。この
ような限定を行った理由について NLRB は明確
な説明をしていなかった 26）。
　しかし，2015 年の BFI 事件 NLRB 命令（前掲
注 18）参照）は，3 対 2 に意見の分かれた決定で
あったが，上記のような限定を放棄し，労働条件
を支配する権限を有していれば，現実に行使して
いる必要はなく，また，行使の態様も直接的なも
のである必要はなく，限定的かつ定型的なもので
あっても，共同使用者性を肯定しうるとの判断を
示した 27）。BFI 事件では，業務委託契約の発注
者である BFI 社が廃棄物選別ラインのスピード
や選別に関する具体的な生産基準を通じて受注者
である L 社の労働者の日々の業務過程を支配し，
作業の遂行を監視していたこと，業務委託契約上
は L 社が賃金額の設定権を有するとされていた
ものの，同じ仕事をしている BFI 社の雇用する
労働者の賃金を超えてはならず，BFI 社が L 社
に払う業務委託費用がコストプラス方式であった
こと等から，L 社の労働者との関係で労働契約上
の使用者ではない BFI 社の共同使用者性が肯定
された 28）。この判断基準の変更により，共同使用
者性判断の基準は柔軟化されたと理解されている。

3　フランチャイザーの共同使用者性

　（1）NLRB 事務総長の立場
　BFI 事件以前の NLRB の先例によれば，ビジ
ネスモデルフランチャイズにおけるフランチャイ
ザーが，フランチャイズ契約により行使する権限

（ブランド基準への適合を求める権限など）によって
は，労働条件に対する直接的な支配にはならない
として，フランチャイザーの共同使用者性は基本
的には否定されると理解されていた 29）。しかし，
これを変えたのが，BFI 事件における事務総長の
意見書（amicus�brief）である。BFI 事件以前の共
同使用者の判断基準が，フランチャイズ関係にお

いて，有効な団体交渉を阻害する理由を以下のよ
うに述べている。
　すなわち，フランチャイズ関係では「使用者は，
自身と労働者の間に中間者を挿入して，その中間
者を単独の『使用者』とする。しかし，……フラ
ンチャイザーは，一般に，フランチャイズ契約の
条件を規定し，フランチャイズ店で雇用されるべ
き人数，各労働者の働くべき時間を含むフラン
チャイジーの日々の事業に対して，実質的な

（significant）支配を行使できる。確かに，一般的
にはフランチャイザーは，フランチャイジーがそ
の労働者に支払う賃金に対して影響力を持ってい
ないと主張しているが，フランチャイザーの中に
は，賃金以外の事業における他の全ての変数を支
配することによって，有効に賃金を支配する者も
いる。フランチャイザーの中には，販売，在庫，
労働コストのデータを追跡し，フランチャイジー
における労働力の需要を計算し，労働者の就労ス
ケジュールを設定・監督し，フランチャイジーの
賃金の見直しを追跡し，顧客の注文を処理するの
に労働者がどれくらいの時間をかけたかを追跡
し，フランチャイザーのシステムを通じて雇用の
申し込みを承認し，これを通じて採用を審査すら
する者もいる。このように，現在の技術の進展は，
フランチャイザーが，例えば，スケジューリング
や労働力管理プログラムを通じて，フランチャイ
ザーの製品やブランドを保護するのに必要な限度
を超えた，実質的な支配をフランチャイジーに対
して行使することを可能にしている」30），と。
　このように，事務総長は，フランチャイザーが，
フランチャイジーの日々の事業に実質的な支配を
及ぼしているとするが，この原因をフランチャイ
ザーがフランチャイズ契約の内容を多くの場合に
一方的に決定していることよりも，むしろ現代の
技術革新（コンピュータを通じたフランチャイジーの
逐次的な管理）に求めている点が特徴的である。
もっとも，同時に，「労働条件に対するフランチャ
イザーの間接的な支配が，フランチャイザーの製
品やブランドを保護するための正当な利益に関係
する程度にとどまる場合」31）には，その共同使用
者性を否定すべきであるとする。結局，事務総長
は，ビジネスモデルフランチャイズのフランチャ
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イザーは当然に共同使用者たりうるのではなく，
現代の技術革新を踏まえてフランチャイザーがそ
のブランドや製品の保護のために必要な限度を超
える支配をしている場合に限って共同使用者たり
うるとの立場を示している。このような場合には，
もはやフランチャイジーが実質的に労働条件を決
定しているとは言い難く，フランチャイザーと団
体交渉しなければ労働条件の改善が期待できない
からであり，単純にフランチャイザーであれば共
同使用者となるという議論を展開しているわけで
はない点が注目される。
　こうした中で，NLRB の事務総長が発したのが，
前述（Ⅰ2）の米マクドナルド社に関する救済請
求状である。これは，ストライキ等を行った労働
者に対するフランチャイジーの報復的な行為（差
別的な懲戒処分や解雇等であり，主に NLRA8 条（a）（1）
や（3）違反が主張されている）について，フランチャ
イザーも共同使用者として不当労働行為責任を負
うことを前提とする。従来フランチャイザーは共
同使用者ではないと解されてきたこともあり，こ
のことは驚きをもって受け止められた。米マクド
ナルド社（フランチャイザー）の共同使用者性の根
拠とされたのは，①フランチャイズ関係及びその
道具・資源・技術の利用を通じて，ブランドの保
護を越える十分な支配をフランチャイジーの事業
に対して及ぼしていること，②賃金及び労働条件
の向上のための活動に参加していたフランチャイ
ジーの労働者に対して全米規模でみられた米マク
ドナルド社の対応の 2 点であった 32）。②は，全
米各地で行われたストライキに関連して，全米の
マクドナルドのフランチャイジーで不当労働行為
の存否が争われていることから，この背後に同社
の存在が窺われることを意味するのであろう。
　以上がフランチャイザーの共同使用者性に関す
る事務総長の立場である。事務総長は訴追的な機
能を果たすに過ぎず，これが当然に今後下される
NLRB の救済命令に採用されるわけではない。ま
た，BFI 事件命令も，事案はフランチャイズをめ
ぐるものではなく，当然にフランチャイザーの責
任を認めるものではないとする 33）。しかし，BFI
事件が間接的支配等を考慮することで従来よりも
共同使用者性を拡げたため，この枠組みが維持さ

れる場合にはマクドナルド事件で共同使用者性を
肯定する判断が出ることが予想されており 34），
今後は一定のフランチャイザーが共同使用者とさ
れうるともいわれている 35）。もっとも，新たな
基準を採用したBFI事件は現在も係争中で，また，
今後下されるマクドナルド事件の NLRB 命令も
最高裁判所まで争われる見込みであり，フラン
チャイザーの共同使用者性に関する解釈が固まる
のは，まだ先のことである。
　（2�）フランチャイザーの共同使用者性をめぐる

議論
　BFI 事件命令やフランチャイザーの共同使用者
性に関する事務総長の立場など，共同使用者性を
柔軟に判断する傾向は，労働組合などからは好意
的に受け止められている 36）。
　他方で，フランチャイザーサイドは，共同使用
者たる地位を肯定してその責任を問うことを強く
批判している。以下では主要な批判を見てみよう。
第1に，フランチャイザーはLanham法 37）により，
ブランド維持のためにフランチャイジーに対して
支配をしなければフランチャイズに伴う商標の権
利を失う地位にあり，このような支配を根拠に共
同使用者性を認めることは同法に整合しない 38）

との批判がある。BFI 事件命令の少数意見も，新
たな共同使用者の基準について「労働関係と全く
関係しない他の連邦制定法の要件をフランチャイ
ザーが遵守することで〔NLRA 上の責任を問わ
れるという〕予期しない結果」をもたらすと批判
している39）。前述の事務総長の見解は，フランチャ
イザーの支配がその「製品やブランドを保護する
のに必要な限度を超え」て労働条件に影響を及ぼ
す場合に限り，共同使用者性を肯定するものであ
り，Lanham 法の遵守により当然にこれを肯定す
るわけではないと解される。とはいえ，いかなる
場合にこれを超えるかの具体的な検討はなく，こ
の点では課題を残しているといえよう40）。ただし，
これに対しては，商標を守る限度でフランチャイ
ジーの事業を統制しつつ，フランチャイジーにそ
の労働者の日々の活動に対する現実の支配をする
裁量を残すことは，難しいとしても可能であり，
フランチャイザーが既に間接的にフランチャイ
ジーの労働者の重要な労働条件に対する支配をし
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ていることは考慮されなければならないとの指摘
がある 41）。
　第 2 に，共同使用者としてフランチャイザーに
義務を負わせ，責任を問うことは，法律の実効性
を高めるという意図とは逆に，むしろ法律の実効
性を失わせるとの批判がある。すなわち，フラン
チャイジーの労働者に対するフランチャイザーの
支配は間接的なものが多く，提供されるべき製品・
サービスの品質に関する基準等とは異なり，雇用
管理上のセクハラ防止指針や研修に関するマニュ
アルなどは，フランチャイジーに対して勧告的な
ものに留まることも多い。新たな共同使用者の判
断基準の下でフランチャイザーが共同使用者たる
地位を回避しようとすると，こうした勧告的な指
針の提供すら行わなくなり，結果としてフラン
チャイジーの労働者との関係で法律の実効性が損
なわれうるという 42）。法令遵守に関するノウハ
ウやリソースも乏しい小規模なフランチャイジー
との関係では，考慮に値する懸念であろう。
　第 3 に，フランチャイザーに共同使用者として
の責任を問えば，前述（Ⅰ1）のような形でアメ
リカ経済に重要な役割を果たしているフランチャ
イズの利用が抑制され，雇用が失われるなどの否
定的な影響が生ずるとの批判がある 43）。これに
対しては，フランチャイザーにとってのフラン
チャイズのメリットは，「使用者」に課される労
働法上の義務や責任の回避だけではなく，フラン
チャイジーの資本の利用を通じた事業の拡大 44）

にもあり，フランチャイズの事業形態としての優
位性が失われるわけではないとの反論がある。ま
た，フランチャイザーの共同使用者性は，常にで
はなく，労働組合がその責任を追及することが有
利であると判断した場合に限って主張されるとの
反論もある。すなわち，後述のとおり（（3）），フ
ランチャイザーが共同使用者とされても，直ちに
フランチャイジーとともに不当労働行為責任を負
うわけではないことに注意が必要である 45）。
　第 4 に，共同使用者性をフランチャイザーに認
めることは必ずしも組織化の促進につながらない
との批判がある 46）。そもそも，労働組合の側に
も数多くのフランチャイジーの労働者を組織する
だけの組織的な力があるかは現実的には疑わし

く 47），また，典型的には長期に雇用される労働
者に利益をもたらす労働組合への加入を，離職率
の高い労働者層（ファストフードの労働者はその典
型である）に説得するのは困難であるとの指摘が
ある 48）。
　このようにフランチャイザーの共同使用者性を
肯定して責任を問うことに関しては，他法との抵
触や実際上の妥当性を中心に議論が見られるが，
まだつめるべき問題も残されている状況である。
後に見るように，第 2 の点との関係では，共同使
用者性を問わずにフランチャイザーの責任を問う
見解が主張されるにいたっている。
　（3�）共同使用者とされることで負う義務や責任

の範囲
　最後に NLRA 上共同使用者とされたフラン
チャイザーが負う義務や責任の範囲を検討する。
共同使用者性判断の基準の柔軟化は，共同使用者
が関与する場合の不当労働行為に関するその他の
ルールを変更するものではないと考えられてお
り，以下のような従来の枠組みが妥当する。
　NLRB の先例によると，共同使用者とされれば
原則として双方が不当労働行為の責任を負いう
る。しかし，マクドナルド事件で争われている 8
条（a）（1）と（3）の不当労働行為については，直接
に不当労働行為をしていない共同使用者が，直接
に不当労働行為をした共同使用者が違法な理由で
労働者に対して解雇等の行為を行ったことを知ら
ず，又は知ることができなかったこと，また，仮
に知っていたとしても前者がこのような行為に対
抗するために，その権限内でとりうるすべての可
能な措置を講じたことを立証すれば，責任を免れ
る 49）。フランチャイザーは，共同使用者とされ
ても，このルールの適用により，フランチャイジー
による不当労働行為の抑止をそもそも期待できな
い場合には責任を免れうる。
　また，団体交渉との関係では，フランチャイザー
が団体交渉義務を負うのは，自らが支配を及ぼし
ている労働条件に限られ，共同使用者性の肯定に
より全ての労働条件に団体交渉義務を負うわけで
はない 50）。団交の局面では，共同使用者たる地
位に加えて，団交の対象となる事項への支配も必
要となる点に注意が必要である。
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Ⅲ　関連する問題

1　他の制定法解釈への波及

　上述（Ⅱ2）のように，NLRA 上の共同使用者
の判断基準は，行政判断レベルでは柔軟化された。
NLRB によると，新たな判断基準はコモンローに
依拠している。そこで，次に問題となるのは，こ
のような判断基準の柔軟化が他の制定法の解釈に
波及するかである。ここでは，フランチャイズで
違反が多いといわれる最低賃金や労働時間等を規
制する公正労働基準法（FLSA）について簡単に
検討する。
　FLSA は，「使用者」に対して，最低賃金以上
の賃金を支払い，また法定の労働時間を超えて労
働させる場合に所定の割増賃金を支払うべき義務
を課す 51）。「使用者」がかかる義務に違反した場
合には，未払い分を請求する権利が労働者に与え
られる 52）。FLSA においても共同使用者の法理
が展開されており 53），共同使用者とされると，
帰責性を問わずに連帯して未払の法定賃金の支払
責任を負う。すなわち，労働者との直接の労働契
約関係になくても，制定法が規定する最低賃金等
の未払賃金について連帯責任を負うことになる。
　FLSA においてもフランチャイザーの共同使用
者性は，基本的に否定的に解されてきた 54）。し
かし，FLSA の使用者概念の方がコモンローによ
る NLRA のそれよりも広いと解されており 55），
NLRA においてフランチャイザーの共同使用者
たる地位を肯定する方向で舵が切られた場合，
FLSA でもその共同使用者たる地位が認められう
る 56）。フランチャイジーによる最低賃金や割増
賃金規制の遵守状況は芳しくなく，また，その支
払能力が十分でないことにより，フランチャイ
ジーの労働者の救済に課題を残している。FLSA
においてフランチャイザーが共同使用者とされれ
ば，フランチャイザー・フランチャイジー間で生
じている法律の遵守状況の格差が是正され，労働
者の救済に資するといえよう。

2�　共同使用者の法理によらずにフランチャイザー
の責任を問う立場

　フランチャイザーを共同使用者として，NLRA
や FLSA，雇用差別禁止法などの制定法上の責任
を問うことは，フランチャイザーがフランチャイ
ジーの労働者に対して及ぼす支配が「使用者」と
しての支配といえるかを問うている。共同使用者
の法理は，フランチャイズ契約によりフランチャ
イザーがフランチャイジーの日々の事業を支配し
ているという実態を出発点として，労働法が把握
する支配関係の有無を検討するものである。
　これに対して，共同使用者性を問わずに，制定
法違反の責任をフランチャイザーに問うべきであ
るとの立場も見られる 57）。これは，共同使用者
たる地位を回避するためにフランチャイザーがフ
ランチャイジーに対する支配を行わなくなる可能
性がある一方で，フランチャイザーが法律遵守に
関する基準も設定することに鑑み，フランチャイ
ジーによる労働法の遵守を確保させる観点から，
むしろ積極的にフランチャイザーに支配を促させ
る（不法行為法上の）注意義務を追加的に課す 58）。
具体的には，フランチャイザーは，フランチャイ
ジーに対してその遵守すべき雇用関係法の規制を
認識させるよう合理的な注意を払わなければなら
ず，フランチャイザーがフランチャイジーの違反
を認識した場合には，フランチャイジーに違反の
是正を促す義務があるとしたうえで，これを怠っ
たフランチャイザーは，フランチャイジーの労働
者に対して損害賠償責任を負うとする 59）。この
見解は，金銭的な責任ではない団体交渉義務をフ
ランチャイザーに課すことは意図していない 60）

が，FLSA や雇用差別禁止法といった金銭的な責
任が問題になる制定法の実効性向上を狙いとす
る。
　このアプローチは，フランチャイズ契約を通じ
てフランチャイザーがフランチャイジーに及ぼす
事業上の支配を労働法の遵守にも転用したと評し
うる。フランチャイザーの持つ「使用者」とは異
なる独自の地位に着目して，フランチャイジーを
して法令を遵守させるべく，労働契約当事者では
ないフランチャイザーを法規制の遵守に関与させ
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る試みである。これは，フランチャイザーとフラ
ンチャイジーの支配関係を問題としており，「使
用者」による労働者に対する支配を問題とする共
同使用者の法理とは異なる視点を提供するものと
いえる。

Ⅳ　お わ り に

　日本では，コンビニ店のオーナー店長などフラ
ンチャイジーの労働者性に関する議論が中心であ
り，本稿で検討してきたフランチャイザー（フラ
ンチャイズ本部）とフランチャイジー（加盟店）の
雇用する労働者の法律関係に関する議論は，まだ
ほとんど行われていないと思われる。アメリカで
は，NLRB が，「使用者」は労働契約当事者であ
る必要はないことを出発点とする共同使用者の判
断基準を解釈により見直したことで，これが差し
迫った課題となっている。現時点では，政治的な
影響を受けやすい行政機関の判断が示されている
に留まり，司法判断は示されておらず，この点に
関する解釈はまだ形成途上にある。重要な視点と
して着目されているのは，ビジネスモデルフラン
チャイズにおけるフランチャイザーが，現代の技
術革新によりコンピュータシステムを通じて，フ
ランチャイジーの事業を支配し，その結果として，
実質的にフランチャイジーの労働者（の労働条件）

に対する支配が可能となっていることである。
NLRB（の事務総長）は，こうしたフランチャイ
ザーを共同使用者とすることにより，労働契約単
位で考えた場合に団体交渉等の保護を十分に受け
られない可能性があるフランチャイジーの労働者
についても団体交渉や団体行動などの NLRA 上
の諸権利を実質的に保障しようとしているが，他
の連邦法との関係やその実質的な妥当性への疑義
から，批判もなされている。こうした議論は，日
本におけるオーナー店長の労働者性とは異なる問
題を扱うものであり，直ちに日本法に参照できる
ものではない。しかし，ビジネスモデルフランチャ
イズにおける問題の所在を把握するうえで参考に
なると考えられる。
　NLRB のようにフランチャイザーによる労働者
への支配に着目するのとは異なり，フランチャイ

ザーがフランチャイジーに対して行う基準の設定
とその強制を，フランチャイジーによる労働法の
遵守に転用させる考え方が主張されていることは
注目される。これは，不法行為法の考え方に依拠
するものであるが，労働契約当事者ではない者が
労働契約上の使用者に対して有する固有の地位に
着目して，労働法の実効性を実質的に高めようと
するアプローチであり，注目に値するといえよう。
　本稿では，NLRA に関する議論が中心となり，
紙幅の関係で FLSA や雇用差別禁止法に関する
議論は十分には扱えなかった。これらの制定法に
ついても共同使用者の法理を中心としてフラン
チャイザーの責任に関する議論が見られる。これ
については他日を期したい。
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